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〈研究論文〉

Ⅰ．目　的

１．問題の所在

　近年、日本は世界にも類の無い速さで高齢化が進んで

いる。日本の2011年における65歳以上の高齢者人口は過

去最高の2,975万人（前年2,925万人）となり、高齢化率

は23.3%を示している（内閣府、2012）。また、高齢化

の進展や寿命の伸びに伴い、高齢者の死亡数は一貫して

増加の傾向を示している。2011年の年間死亡数は125万

3463人であり、そのうち高齢者は約107万人と全死亡者

の85％を占め、75歳以上の後期高齢者の死亡割合は67％

に達している（厚生労働省、2012）。高齢者の死亡数の

増加に伴い、病院、診療所等の医療機関で死を迎える人

は急増し、2000年時点で81.0%が病院で死を迎えるに至

っている（松井ら、2004）。その一方で、2000年に介護

保険制度が発足して以来、在宅介護サービスや介護保険

施設が増加し、今日では、医療施設から在宅や介護施設

へと看取りの場が拡げられつつある（日本老年医学会、

2012）。

　2005年以降、年間の死亡数が出生数を上回るようにな

ったが、団塊の世代がすべて75歳以上の後期高齢者に属

するようになる2025年頃には、死亡数が出生数の２倍に

達すると予測されている。死亡者に占める高齢者の割合

はさらに増大し、高齢者の終末期医療およびケアの重要

性はますます高まるものと思われる（日本老年医学会、

2012）。また高齢者の終末期医療については、高度医療

の追及とともに、福祉のターミナル・ケアという視点か

らの議論も展開され、高齢者自身が死をどのように考え、

迎えたいと望んでいるかをいかに察知するかが重要であ

るといわれ、高齢者自身の死生観が注目されている（田

中、2001）。

　終末期における治療については、患者の意向が確認で

きないことが少なくないことから、家族や医療者によっ
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て意思決定が行われるなど倫理的に困難な問題の解決が

課題とされてきた。また、増大する医療費を抑制するた

めの早期退院への圧力が強まっており、高齢患者やその

家族の意思を十分に確認することなく治療方針が決定さ

れる傾向もある（日本老年医学会、2012）。そのため、

延命治療や尊厳死など死に至るまでの医療と患者の生き

方を巡る問題も議論されるようになり、死を迎えるため

の準備行動の必要性についても指摘されるようになって

きた。たとえば、人間ドック男性受診者に対するアン

ケート調査によると、約８割の人が事前の意思表示をし

ておきたいと回答している（赤林ら、1997）。これらの

ことから、比較的元気なうちから「自身の死をどのよう

に迎えるのか」いうことを考える必要があるといえよう。

さらに、高齢者が行っている死を迎えるための準備行動

の実際を明らかにすることは、高齢者が尊厳ある生を全

うするための社会的な支援を考える上でも有用である。

　本研究では、高齢期に死を迎えるための準備を行うこ

とは残された家族はもとより高齢者自身にとってもプラ

スの影響を与えるのではないかという仮説を設定した。

そして、死を迎えるための準備行動が高齢者の主観的

QOLに影響を及ぼすことを検証することを目的とした。

なお、本研究における「死を迎えるための準備行動」と

は、介護が必要になったときの備え、終末期医療につい

ての意思、葬儀や遺言状など死後への準備などについて

家族や友人と話をし、伝達を行うことと定義する。

２．先行研究

　死の準備行動の促進を提唱したデーケン（1996）は、

死の準備教育によって健全な死生観を持ち命の重さや生

きる喜びを育むことになるとした。山本（1995）も終末

期になって突然自分の死に直面することが適切であるか

を問い、自分の死についての事前の準備が必要であると

述べている。また、松井ら（2004）は、事前に意思表示

をすることに対して多くの賛成が見られ、それを法制化

することに対しても、半数以上の賛成があったとしてい

る。同時に、高齢者の延命治療の意思決定は意思や家族

に任せている割合が半数以上で、実際にそのことについ

て話し合っている割合が16.9%にとどまっていたこと、

リビング・ウィルの認知度も12.2%と低かったことを報

告している（松井ら、2004）。高岡ら（2008）は、老年

期の発達課題である「統合」を目指すためには自らの死

について考え、人生全体の意義を明らかにし、死を受け

入れるための準備が必要であると述べている。

　一般的に死に対する態度には、認知評価的側面・感情

的側面・行動的側面があるとされる（石井ら，2002）。

これまでの死に関する研究では、不安や死生観など感情

的側面と認知評価的側面に重点が置かれ、行動的側面に

焦点を当てたものは少ない。行動的側面の１つとしては、

死に対する準備行動をあげることができる。デーケン

（1996）は死の準備行動として家族に知らせていない負

債はあるかなどの経済・法律上の諸点、預金通帳の場所

など日常生活の問題、その他健康管理問題、精神面への

対応の４側面をあげ、具体的な対処の必要性を述べてい

る。高齢者の死の準備とその受け止めを分析した河合ら

（1996）は、準備の実施度が死の積極的受容に関連を持

つことを明らかにし、行動的側面の認知評価的側面への

影響を示唆している。死の準備行動の実態について調査

を行った石井ら（2002）は、70歳以上の高齢者のほうが

60歳代よりも、より死について話題にしている割合が高

いことを指摘している。そして、自分自身の死について

前もって準備し伝えることが大切であり、看取り体験な

どがそれを促進する要因として作用していることを報告

している。しかし、告知の話題などは近年急激に増加し

ているが身の回りの整理などの行動としての準備は低値

であり、一般的知識としての死に関する話題の必要性は

認知されてきたが、自分が関わることとして準備をする

ことや、それを行うという意思を持つことは健康なとき

にはなかなか難しいことであると指摘している（石井ら，

2002）。

　死への不安については、河合ら（1996）は、死の準備

が不安や恐怖を緩和し死の受容へと向かわせると述べて

いる。高岡ら（2008）は、高齢者の死の迎え方に関する

希望が多岐にわたっていたこと、死を考えることで不安

や恐怖と結びつくことがあること、死を迎えるための準

備が必要であることは高齢者にも認識されていることを

報告している。そして、死に対する準備を行うことは、

不必要な不安や恐怖を取り除き、心理的負担からくる不

健康状態をも予防することができると述べている。また、

高齢者が死に対して抱く過度の不安や恐怖を解消するた

めのプログラムが確立されることにより、高齢者が死を

受けとめ、人生の振り返りをスムーズに行うことができ

ることが示唆されている。

　また、主観的 QOLの測定に関する研究は、半世紀あ

まりにもわたって続けられ、多くの知見を蓄積してきた

（古谷野，1996）。主観的 QOLのうち、最も広く使用さ

れてきた尺度は Lawton（1975）の PGCモラールスケー

ルであり、近年ではサクセスフルエイジングの指標とし

ても用いられている。針金（2011）は、高齢者の死に対

する態度を把握し、PGCモラールスケールおよび老い

への準備行動との関連を明らかにすることで、老年期に
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おける死に対する態度に介入するための方途を探ってい

る。福間ら（2002）は、中高年者の老後に向けた準備行

動や向老意識、地域社会での生活行動等の実態を明らか

にするとともに、趣味や社会活動、生きがいなどの老後

の準備行動は精神的充実感と関係しており、生活満足度

にもつながることを指摘している。

３．本研究の位置づけ

　高齢期の死をめぐる研究では、死の準備教育や死に対

する認識、死生観などの死生学的研究や、終末期医療に

おける自己決定や事前指示の適用可能性に関する医療・

看護学的視点の研究が多い。そのほか、高齢者の死に対

する態度や不安、死の受容に関する研究も行われている。

その一方、死を迎えるための準備行動と高齢者の主観的

QOLの関連に着目した研究は、わずかにすぎない。そ

れらの研究から、死への不安は主観的 QOLを低下させ

ているのではないかと想定し、その影響を緩和する鍵と

して死を迎えるための準備行動を位置づけた。具体的に

は、死への不安が主観的 QOLに及ぼす影響の「調節

項」としての死を迎えるための準備行動の効果を検証す

ることを目的とした。

Ⅱ．方　法

　調査は2013年９～10月、相模原市老人クラブ連合会会

員のうち、単位老人クラブ会長283名（全数）を対象に、

郵送法により実施された。有効回収数は233、有効回収

率は82.3%であった。回答者の性別構成は男性90.6%、女

性9.4%、年齢は63～89歳、平均76.6歳であった。

　死を迎えるための準備行動は、石井ら（2002）の「死

の準備行動」11項目、針金（2011）の「老年期における

老いへの準備行動」８項目を参考に作成した。具体的に

は「年を取ってからの生活」「病名の告知」「身体的介護

が必要になったときの生活」「認知症になったときの生

活」「終末期になったときの生活」「意思表示をできなく

なったときの生活」「尊厳死や延命治療」「残された家

族」「葬儀」「預金や保険」「亡くなったことを知らせて

ほしい人の連絡先」の11項目について、近親者と話し合

うなどの準備をしているかどうかを、「かなりしてい

る」「多少している」「あまりしていない」「まったくし

ていない」の４段階でたずねた。また、分析にあたって

11項目中１項目でも準備している人としていない人の２

値変数を作成した。

　死への不安については、Dickstein（1972）の Death 

Concern Scaleの日本語版（田中ら、2002）をもとに、

因子分析（主因子法、プロマックス回転）によって「死

への不安」尺度を作成することとした。ただし、「私は

若死にすることを考えることがある」については、対象

者の年齢からふさわしくないと考えられたため、これを

除く24項目を測定した。

　主観的 QOLの指標には、Lawtonの改訂 PGCモラー

ルスケールを用いた（Lawton、1975：古谷野、1996）。

　死の不安が主観的 QOLに及ぼす影響の調節項として

の死を迎えるための準備行動の効果を検証するための分

析には、重回帰分析を用いた。従属変数は改訂 PGCモ

ラールスケール、独立変数は死への不安、死を迎えるた

めの準備行動の有無、およびこれらの交互作用項とした。

また、統制変数として性、年齢、配偶者の有無、同居子

の有無、仕事の有無、暮らし向き、死別経験の有無（３

年以内）、健康度を同時に投入した。なお、年齢以外の

統制変数については、すべてダミー変数とした。

　調査実施上の倫理的配慮として、対象者には無記名に

よるアンケートであり、データは統計的に処理をするた

め個人を特定することはできないこと、調査への協力は

強制ではなく、協力できない場合でも不利益を生じるこ

とはない旨を文書により提示した。なお、本研究は東海

大学健康科学部研究倫理審査委員会の承認を受け、実施

された。

Ⅲ．結　果

１． 死を迎えるための準備行動

　死を迎えるための準備行動の実態を把握するために、

高齢者が実際に死を迎えるための準備をどのくらい行っ

ているのかをたずねた。その結果は、表１に示した通り

であった。以下、「かなりしている」「多少している」と

回答した人を ‘ 準備をしている人 ’ とし、「あまりしてい

ない」「まったくしていない」と回答した人を ‘ 準備し

ていない人 ’ とし、回答結果を概観する。

　死を迎えるための準備行動11項目中８項目で高齢者の

７割以上が準備をしていないと回答していた。最も準備

をしている人が少ない「認知症になったときの生活」に

ついては、準備している人が２割にも満たなかった。死

を迎えるための準備行動のなかで多く準備がされていた

項目は、「尊厳死や延命治療」（35.3%）、「年をとってか

らの生活」（33.9%）であり、これらは３割以上の人が準

備をしていると回答していた。また、「残された家族」

「葬儀」「預金や保険」（いずれも29.6%）についても、ほ

ぼ３割が準備していると回答していた。一方、準備して

いる人が少なかったのは、「認知症になったときの生
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活」（18.7%）のほか、「亡くなったことを知らせてほし

い人の連絡先」（20.0%）、「意思表示をできなくなったと

きの生活」（20.3%）であった。

　11項目中１項目でも準備している人の割合を算出した

ところ65.6%であり、１項目も準備していない人は34.4%

であった。

２．死への不安尺度の作成

　Death Concern Scaleの24項目中、回答分布の偏りの

大きい12項目を除き、因子分析に投入した。次いで、因

子所属が不明瞭であった３項目を除き、最終的には固有

値１以上を基準として、因子所属の明瞭な２因子が析出

された（表２）。第Ⅰ因子は「死への不安や関心」、第Ⅱ

因子は「死の受容・楽観視」を表していると考えられる

ため、本研究の目的（死への不安の測定）から、第Ⅰ因

子６項目により、尺度を構成することとした。なお、因

子間相関は .201であった。６項目を単純加算した尺度得

点は、０～18点の範囲をとり、平均得点は8.2、標準偏

差は4.3であった。クロンバックのα係数は .884と十分

な値を示した。

３．死を迎えるための準備行動、死への不安、主観的

QOL の関連

　改訂 PGCモラールスケールの得点は、２～17点の範

囲をとり、平均得点は13.0、標準偏差は3.3であった。

　重回帰分析の結果は、表３の通りであった。「死への

不安」に有意な負の影響があり、「配偶者の有無」「くら

し向き」「健康度」には有意な正の影響が認められた。

すなわち、死への不安が高いことは主観的 QOLを低下

させ、配偶者がいること、経済的にゆたかなこと、健康

であることは主観的 QOLを高めることが示された。ま

た、「死を迎えるための準備行動の有無」には直接効果

が認められなかったが、「死を迎えるための準備行動の

有無」と「死への不安」の間に２次の交互作用効果が認

められた。図１は、交互作用効果の向きを確認するため

に、死を迎えるための準備をしている群と準備をしてい

ない群に分け、重回帰分析によって得られた偏回帰係数

と回帰定数をもとに回帰直線を作成したものである。回

表１　死を迎えるための準備行動の回答分布
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帰直線の作成にあたって、「死への不安」には四分位数

（不安が小さいに５点、不安が大きいに11点）、それ以外

の変数には平均値を代入した。図から明らかなように、

死を迎えるための準備をしている群では、死への不安が

大きくても主観的 QOLが低下しないことが示唆された。

表３　PGC モラールスケール得点を従属変数とする重回帰分析の結果

図１　 死を迎えるための準備行動の有無別にみたモラー
ルと死への不安の関係

表２　因子分析の結果
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Ⅳ．考　察

　死を迎えるための準備行動11項目のうち８項目で高齢

者の７割以上が準備をしていないと回答していた。これ

は、調査対象者が単位老人クラブ会長という比較的元気

な方を対象としているためではないかと考えられる。ま

た、本研究では死を迎えるための準備行動を、「近親者

と話し合うなどの準備」と限定している。そのため、死

について書物を読んで考えたり、死について調べたり、

自分の死に関連する事項を書き残したりといった助走的

な準備行動については、より多くの高齢者が実行してい

る可能性もある。

　最も準備をしている者が少なかった「認知症になった

ときの生活」については、準備している者が２割にも満

たなかった。認知症は病気であるという認識も低く、誰

しもが認知症になる可能性があるということを皆が理解

しているとは考えにくい。そのため、「認知症になった

ときの生活」について準備をしている者が少ないのでは

ないかと考えられる。一方、最も多く準備されていた項

目は「尊厳死や延命治療」であった。近年、死をテーマ

とした学会や研究会での議論や書物も増え、マスコミで

も「尊厳死や延命治療」について取り上げられることが

多くなってきている。この影響により「自分だったらど

うしたいのか」など、尊厳死や延命治療の在り方につい

て考える機会が増えているのではないだろうか。また、

「残された家族」、「葬儀」、「預金や保険」についても、

ほぼ３割が準備していると回答していた。これらは、自

分の死後、残された者に影響が及ぶものである。逆に、

「認知症になったときの生活」や「亡くなったことを知

らせてほしい人の連絡先」「意思表示をできなくなった

ときの生活」など、自分自身の問題について準備してい

る者は少ない。

　これらのことから、自分が死ぬという事実よりも自分

の死後に残された者に対し、自分の死によって迷惑をか

けたくないと思っているために準備をしている人が比較

的多いのではないかと推察される。また、対象者の９割

が男性であることから、男性ならではの価値観が強く反

映しているのではないだろうか。

　死の不安が主観的 QOLに及ぼす影響の調節項として

の死を迎えるための準備行動の効果を検証するための分

析の結果、死を迎えるための準備をしている群では、死

への不安が大きくても主観的 QOLが低下しないことが

示唆された。この結果から、死を迎えるための準備行動

を促進していくことによって、死への不安を抱いている

人の主観的 QOLを改善することができるということが

示唆された。しかし、死をタブー視している時代に育っ

てきた高齢者に対して死を迎えるための準備行動を促進

していくのは容易なことではないだろう。死を迎えるた

めの準備行動を促進していくためには、人生早期からの

死の準備教育の普及に取り組む必要がある。また、終末

期医療の現実や認知症に関しての正しい理解など医療に

関連する情報を積極的に高齢者に提供していくことも重

要であろう。現在の高齢者の持つ情報として、終末期医

療や認知症に関してはマスコミや口コミでの情報が大半

を占めていると考えられる。このような情報には誤った

情報も多い。そのため、正しい情報が高齢者に伝わって

いない可能性もある。より正確な情報を提供することは、

高齢者に死を迎えるための準備行動の必要性を理解して

もらうための第一歩となるであろう。

　死を迎えるための準備行動をすることで、本人が迎え

たい死を明確に自覚でき、それを家族と共有することが

お互いにとってのより良い死の迎え方に繋がるのではな

いだろうか。したがって、高齢期に死を迎えるための準

備を行うことは残された家族にとってもプラスの影響を

与えると考えられる。

　本研究の限界として、対象を一自治体の単位老人クラ

ブ会長に限定したことがあげられる。そのため、属性に

偏りが生じたのではないかと考えられる。特に回答者の

性別構成は男性が９割以上となってしまったために、男

女の比較が十分にできなかった。また、同世代と比べて

心身ともに健康である者が多いことによる結果への偏り

が出ている可能性も考えられる。今後の課題として、一

般の高齢者を対象に、再度仮説を検証する必要があると

考えられる。様々な属性の高齢者を対象とすることで、

高齢期における死を迎えるための準備行動の必要性をよ

り明確にしていきたい。
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Abstract

The purpose of the present study was to investigate the effect of preparation for death on subjective well-

being among senior. Subjects were regional leaders of Sagamihara senior club. Surveys were carried out in 

2013 and completed for 233 persons. The response rate was 82.3%. The main variables that were used for 

analysis were preparation for death, anxiety of death and PGC Morale Scale. Multiple regression analysis 

showed that two-way interaction between preparation for death and anxiety of death had signi�cant positive 

effects on morale, which means that anxiety of death had negative effects on subjective well-being in group who 

were not preparing for death, but not related in who were preparing for death. The result suggested that 

preparation for death protect senior‘s subjective well-being from anxiety of death. But talking about death was 

perceived to be taboo for senior in Japan. Thus, death education from youth will be necessary to promote 

preparation for death. 

Key words: preparation for death, subjective well-being, anxiety of death, senior




